
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

19年度

決 算

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は平成20年４月１日現在の人数である。

 (４) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

    （注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を　単純平均したものである。

5,345103 363,668

　　　　　計　　　　　Ｂ

550,515

3,125,110 62,3374,048

給　 料 期末・勤勉手当　　　　　　Ａ

一人当たり給与費

　　　　　千円

区分

26.5%

　　　　　　　千円

27.6

　　　　　千円

45,145

　（３）　特記事項

20年度

実質収支区　　分 住民基本台帳人口

　　　　　（19年度末）

（参考）

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

給 与 費

人 件 費

　　　　　　Ｂ

歳 出 額

　　　　　　Ａ

人　

18年度の人件費率

職員手当

　　　　　　％

職員で満５５歳に達した最初の３月３１日以後の昇給についてはな

高野町の給与・定員管理等について

　　　　Ｂ／Ａ　　　

人 件 費 率

141,702

職員数

828,051

　　　　　　　　　　　％

(H15)
93.3

(H15)
92.6

(H15)
95.7

(H20)
90.3

(H20)
90.5

(H20)
94.2

90

95

100

105

高野町 類似団体平均 全国町村平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（20年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　②技能労務職

区  分 対応する民間 平均年齢

の類似職種

廃棄物処理業
従業員

４３．６歳

用務員 ５３．９歳

調理士 ４４．９歳

参 考

区 分

（Ｃ） （Ｄ） Ｃ／Ｄ

※

※

※

※ 個人情報保護の観点から、対象となる職員数が１人又は２人の場合は、当該団体の欄はすべてアスタリスク（＊）としている。

（その他、数値のない欄については、すべて「ハイフン(-)としている。）

(2) 職員の初任給の状況（20年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（20年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

類　　似

団　　体

年収ベース（試算値）の比較

うち清掃職員

うち用務員

うち学校給食調理員

81.8

3,575,200円 3,368,700円

高野町

民　間

　＊　 　円 　＊　 　円 ＊　

3,697,800円

３８８，８３９円

公務員

２１６，７００円６人

２５８，８７６円

その他 ４５．８０歳 ９人 ２０９，９００円

４９．７歳

Ａ／Ｂ

２２３，３００円

＊　人 ＊　　　円

２４０，３００円２０人

＊　　　円

備　考

平均給与月額

（Ａ） （Ｂ）

民間公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額

288,100

経験年数１０年

236,200

129,200 121,600

141,900

121,600

経験年数１５年 経験年数２０年　　　

141,900

257,400

-

223,100

高　校　卒

中　学　卒

208,500

中　学　卒

区　　　         分

高　校　卒 194,200

160,400

133,100

２５１，４００円

大　学　卒

５６．８０歳

うち用務員

うち清掃職員

うち学校給食調理員

一般行政職

２年後の給料

２２５，９００円５５．０７歳 ３人

類似団体

和歌山県

４６．０３歳

352,683

高野町 ４８．０１ 歳

94.2

149,800140,100

年収ベース「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれの平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末

民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

149,800

民間データは、賃金構造基本統計調査においてこう公表されているデータを使用している。（平成１６～平成１９年度の３ヶ年平均）

区 分

一般行政職

413,17042.8

国

178,800161,600

初任給

172,200

高　野　町

技能労務職

技能労務職 高　校　卒 133,100

321,000

区　　分

44.20

高野町

342,600

平均給与月額

335,600

県

平 均 年 齢 平均給料月額

２年後の給料

-

129,200

263,400

189,500

初任給

185,800

43.3 311,723

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあつては、年齢、事業内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

大　学　卒

高　校　卒 140,100

3,945,100円

４９．０歳 ３９５人 ３４６，５０５円

＊２９９，７００円

86.8

99.4

２６０，３００円

3,227,400円

２５３，０００円

２８２，９５２円

２７１，２００円

５人

２３９，２００円

-
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（20年４月１日現在）

（注）１　高野町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

(2) 昇給への勤務成績反映の状況

　

　　　　　　　　％

25.0

　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

16

　人

　人

29.7
2　　級

6
主事職

19

　人

25.0

　　　　　　　　％

10.9

　　　　　　　　％

7

　人

16

3　　級

1　　級

主査職

9.4

構成比職員数

　　　　　　　　％　人

5　　級

区　　分

勤務成績への反映は行っていない。

課長、課長補佐、係長、主任職4　　級

係長職、主査職

課長職

標準的な職務内容

１級
9.4%

１級
8.8% １級

0.0%

２級
29.7%

２級
29.4%

２級
15.1%

３級
25.0%

３級
29.4%

３級
27.4%

４級
25.0%

４級
19.1%

４級
13.7%

５級
10.9%

５級
13.2%

５級
9.6%

６級
32.9%

７級
1.4%
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20%
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90%

100%

平成20年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（19年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

3 月分 1.5 月分 3 月分 1.5 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　無し 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

(2) 退職手当（20年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（20年４月１日現在）

千円

千円

人 ％ ％

人 ％ ％

 (4) 特殊勤務手当（20年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

59.28

33.50

21,474

支給対象職員数支給対象地域

610

47.50 59.28

0本町は支給対象地域外

支給実績（１９年度決算）

59.28

国の制度（支給率）

（注）「国の制度（支給率）の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率である。」

108

消防署に勤務する職員

業務に従じた職員

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

死体処理手当

１回 ３００円

月額 １，２００円

消防署に勤務する職員

月額 ３，０００円

左記職員に対する支給単価

消防署に勤務する職員

１回 ２００円

消防署に勤務する職員

主な支給対象業務

1,860

17.6

月額 ６，２００円

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

0

23.50

0

国

１人当たり平均支給額（19年度）

（参考）　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

手当の名称

消防業務手当

救急救命士手当

火災等非常出動手当　　　

消防職員及び富貴支所職員

支給実績（１９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

消防職員

96

10,188

１回 ７，０００円

8,001

消防署、富貴支所に勤務する職員

支給実績（19年度決算）

主な支給対象職員

消防職員

消防職員

救急出動手当

手当の種類（手当数）

危険手当

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 64,000

消防職員

業務に従じた職員

30.55

41.34

高　野　町

1,386

－

国　高　野　町

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

0

支給率

0

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

（19年度支給割合）

支給実績（１８年度決算）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

勤務実績への反映は行っていない。
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(6) その他の手当（２０年４月１日現在）

配偶者　13,500円

借家・借間居住者

家賃23,000円以下の場合

家賃　-12,000円

家賃23,000円を超える場合

11,000円×1/2×（家賃-23,000円）

持家居住者

新築・購入から５年間　2,500円

交通機関支給限度額 50,000円

交通用具使用者

２㎞以上～５㎞未満･･･月額2,000円

5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円

円

千円 円

５　特別職の報酬等の状況（20年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

給料月額等×43.3/100

給料月額等×25.8/100

支給職員１人当たり支給実績

2,640

異

第２子　　　　　　　　　　　　　　月額5,000円

円

千円

千円 85,300

181,900

国の制度と

円

1,713 千円 23,400 円

期
末
手
当

630,000

540,000

　　（算定方式）

３歳未満の児童　　　　一律月額10,000円

第３子　　　　　　　　　　　　　月額10,000円

対象０歳から小学校６学年終了時まで

児童手当 同

840,000

3.0

-千円

千円

2,610 63,600

4級地　　毎年11月～翌年3月までの毎
月
世帯主であり扶養親族のある職員
17,800円（月額）
世帯主であり扶養親族のない職員
10,200円（月額）
その他の職員　7,360円（月額）

１人つき　     　　　　　　　　　６，５００円

扶養手当

休日勤務手当

市 町 村 長

報
酬

給
料

310,000

120,000

340,000

705,000 346,000

内容及び支給単価

住居手当

課長職　２０．０００円管理職手当

通勤手当

２0㎞以上～２５㎞未満･･･月額 11,300円

手　当　名

１人（配偶者なし）　　     　　11,000円

国の制度

200,800

1時間あたり給与額に100分の125～100
分の150の範囲内

交通機関支給限度額 55,000円
交通用具使用者
５㎞未満･･･        月額 2,000円
5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円
10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円
15㎞以上～20㎞未満･･･月額 8,900円
20㎞以上～25㎞未満･･･月額 11,300円
25㎞以上～30㎞未満･･･月額 13,700円
30㎞以上～35㎞未満･･･月額 16,100円
35㎞以上～40㎞未満･･･月額 18,500円
40㎞以上～45㎞未満･･･月額 20,900円
45㎞以上～50㎞未満･･･月額 21,800円
50㎞以上～55㎞未満･･･月額 22,700円
55㎞以上～60㎞未満･･･月額 23,600円
60㎞以上～･･･月額 24,500円

との異同 平均支給年額（１９年度決算）

円

円

千円 116,800

5,843

円

千円
（１９年度決算）

200,000

250,000

（参考）類似団体における最高／最低額

63,500

180,000 290,000

副 市 町 村 長

市 町 村 長

任期満了時

395,000

副 議 長

議 長

議 員

3.0副 議 長

退
職
手
当

　（支給時期）

区 分

２5㎞以上～　･･･月額13,700円

特定期間（満１６歳年度初めから満２２歳
年度末）　5,000円

副 市 町 村 長

市 町 村 長

任期満了時

異

93,300

79,600

給 料 月 額 等

4級地　（高野町に居住している職員に
たいして支給。）
世帯主であり3人以上の扶養　39,600円
（年額）
世帯主であり1人又は2人の扶養
33,000円（年額）
世帯主であり扶養親族なし　19,800円
（年額）
その他の職員　14,200円（年額）

副 市 町 村 長

894

第１子　　　　　　　　　　　　　　月額5,000円

寒冷地手当

３歳以上の児童

-

宿日直手当

　　（20年度支給割合）

同

同

1日あたり
日直昼150円　休日4,200円　宿直4,200
円

議 員

１５㎞以上～２０㎞未満･･･月額 8,900円

10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円

議 長

2,969

13,937

異なる内容

　　（20年度支給割合）

同
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６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

議会

総務

税務

農林水産

商工

土木

民生

衛生

教育

消防

[  １７９         ］

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（20年４月１日現在）

　

40歳 44歳 48歳

～ ～ ～

43歳 47歳 51歳

人 人 人

14 22 16

3

66

2

人

8

18

38

2120

37

153

0

104

3

-3

14

人

7

-1

3 3

7

23

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 平成19年 平成20年

36歳

2

0

職 員 数

5

3

0

主 な 増 減 理 由

人

小　計

小　計

2

0

9

5

157

28歳

[   179    ］

人

未満 23歳

～

72

14

-6

17

50

4

人 人

11

55歳

～

17

人

以上59歳

22

人

0

35歳

～

32歳 52歳 60歳

～

56歳

～

（参考：人口１万人当たり職員数 75.7人）

0

退職者不補充による減

17

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

小計

水道

門

行政

20歳

2

人

0

病院

24歳

下水道

その他

合　　計

一

1

対前年
増減数

普通会計

部門

部

政

0

～

[   179              ］

職員数

20歳

区　分

27歳 31歳

48

39歳

21

新規採用による増

患者数に対して看護師数を国の基準に満たすための増

（参考：人口１万人当たり職員数 93.5人）

組織・機構の改革に伴う減

退職者不補充による減-2

～

5

23

計

154

-5

2

3

40

109

0

0

2

人

3 0

38

4

1

部

門

般

計

16

特別

普

通

会

行

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比
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(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①

人 人 人 %

145 25 -14.7

②　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、平成１８年～平成２２年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　

　　　(１)　平成17年度から平成21年度までに職員定員を145人(△15％)に削減することを目標とします。

（各年４月１日現在）

一般行政

△1　　(0％)

20

47

△5　(△10％)

145

△1　　(０　％)

△３

(参考)

数値目標

63 61 61

△２０

1718

△3 △19　　(△25％)

平成22年

５　年　目

純減率

平成１9年

1

20

0

47

△５

増 減

145

△２５

150154

△4△６

△１

部　門 区　分

③　高野町定員適正化計画

△25　　(△15％)

　　　(２)　数値目標の達成に向けての取り組む手法、退職者の不補充、退職勧奨、構造改革、公務能率の向上による適正な職員配置などによる。

　1.　職員定員適正化計画の基本的考え方

17

△６

等会計 増 減

17

0

教  育

50

△２５増 減 △６ 0 △８ △５

20

0

0

145

20 20

158 150

52 51

0

△１△１ △ 5

48

０0 0

145

0

4747

164

０0 0

61

△４

6170 65

17 1717

△ 20

17

増 減

20消  防

職 員 数 52 52

増 減

48

0

163

20

0

0

157

△2

△５ △５

平成2１年

平成22年4月1日

21

1

0

2

職 員 数

始　期

△３

１　年　目

18

75 75

平成17年4月1日

平成17年 4月 1日

49

△５

1

職 員 数

２　年　目

170

終　期

0

48

17

△４

20

0

△１

平成１７年

３　年　目

職員数

7281

1

21

6676

20

△7

17

20

0

平成１9年

170

平成１７年

164

20

２．定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

平成20年

△６

20

81

増 減

0

△７

17

△3

職員数

平成20年

数値目標

平 成 23 年 3 月 31 日 145人

平成１8年 平成2１年

計

 教  育 職 員 数

増 減

計画期間

純減数

（参考）高野町における定員管理の数値目標

平成17年4月１日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

公営企業

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

増 減

 消  防

一般行政

平成１8年

計画前年 ４　年　目

　　　　　　３　　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降減年までの職員像減数の累計を示す

平成22年 計

職 員 数

計

等会計

職 員 数

52

17

増 減

職 員 数

増 減

職 員 数 170

職 員 数 17

職 員 数

公営企業

7



７　公営企業職員の状況

　(1)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

（参考）

18年度の総費用に占

める職員給与費比率

43.6

計Ｂ

千円 千円 　　　千円 　　　　千円 千円

231,965

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は平成２０年３月３１日現在の人数である。
イ

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

3 　　　月分 1.45 月分 3 　　　月分 1.45 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　無 職制上の段階、職務の級等による加算措置　無

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 610 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当(平成２０年4月1日現在)

5,040 千円

1,260,000 　円

11 ％

21,474

％　

支給実績（１９年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合(１９年度決算)

23.50

310,615

高野山病院(うち事務職)

47.50 59.28

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

44.6

　　　　　　Ｂ／Ａ

％　　　　

手当の種類(手当数)

0

44.5%

給与費

44.3

高野山病院(うち看護師)

　　　　　　区　　分

高野山病院(うち医師) 37.0

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給対象職員数

（１９年度支給割合）

職員給与費

職員給与費比率

総費用に占める

給与費　Ａ／Ｂ

49,241

千円　

Ｂ　

-39,022

448,175

1人当たり

平　均　年　齢 基本給

職員手当給　 料 期末・勤勉手当

平均月収額

47,613

Ａ  

231,965

千円　

純損益又は実質収支

１人当たり平均支給額（１９年度）

-

（参考）市町村平均

1人当たり給与費

　　　　　　　　　　千円

高野山病院

団体平均(うち事務職)

１９年度

区分

　　　　千円

521,040

総費用

46.5

職員1人当たり平均支給年額(19年度決算)

59.28 59.28

支給対象地域

432

区分 職員数

　　　　　　Ａ

482,937

1,314,681

特記事項

135,111

476,262

1,251,668

6,443

37.3

高野山病院

36

高野町　（一般行政職・団体平均等）

6,947

43.3団体平均(うち医師)

19年度

549,136

団体平均(うち看護師)

0

343,316

30.55

支給率

470,546

1,401

-

（1９年度支給割合）

291,607

565,450

医師 常勤職員

「事業者」区分については、町内に比較対象となる民間事業者がいないため、空白としています。

支給実績(１９年度決算)

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

0

-

33.50 41.34

本町は支給対象地域外

1,463

0

0

-

主な支給対象業務

研究手当

主な支給対象職員

月額 70,000円～180,000円

１人当たり平均支給額（１９年度）

事 業 者

355,301

高野町　（一般行政職・団体平均等）

左記職員に対する支給単価手当の名称

一般行政職の制度（支給率）
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

借家・借間居住者 円

家賃23,000円以下の場合

家賃　-12,000円

家賃23,000円を超える場合

11,000円×1/2×（家賃-23,000円）

持家居住者

新築・購入から５年間　2,500円

交通機関支給限度額 50,000円

交通用具使用者

円

３歳未満の児童　　　　一律月額10,000円

同
第１子　　　　　　　　　　　　　　月額5,000円

第２子　　　　　　　　　　　　　　月額5,000円

第３子　　　　　　　　　　　　　月額10,000円

対象０歳から小学校６学年終了時まで

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

327

同

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）

1日あたり
日直昼150円　休日4,200円　宿直4,200
円

休日勤務手当

宿日直手当

同

円

- 千円 -

円

4級地　　毎年11月～翌年3月までの毎
月
世帯主であり扶養親族のある職員
17,800円（月額）
世帯主であり扶養親族のない職員
10,200円（月額）
その他の職員　7,360円（月額）

21,136

円

796,133

手　当　名 内容及び支給単価 との異同

円

２㎞以上～５㎞未満･･･月額2,000円

2,797 215,154

1時間あたり給与額に100分の125～100
分の150の範囲内

支給実績国の制度と

千円

国の制度

千円管理職手当
医院長150,000円､副医院長30,000円、
薬局長10,000円、看護師長10,000円、
事務長20,000円

住居手当

２５㎞以上～　･･･月額13,700円

通勤手当

１人につき  　　　　　　　　　　　　6,500円

１人（配偶者なし）　　     　　　11,000円
同扶養手当

特定期間（満１６歳年度初めから満２２歳
年度末）　　　　　　　　5,000円

1５㎞以上～２０㎞未満･･･月額 8,900円

10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,5000円

配偶者　　　　　　　　　　　　　　13,500円

支給実績（１８年度決算）

異なる内容

320

4,581

4,164

（1９年度決算）

２０㎞以上～２5㎞未満･･･月額11,300円

３歳以上の児童

5㎞以上～10㎞未満･･･月額4,100円

寒冷地手当

4級地（高野町に居住している職員にた
いして支給）
世帯主であり3人以上の扶養　39,600円
（年額）
世帯主であり1人又は2人の扶養
33,000円（年額）
世帯主であり扶養親族なし　19,800円
（年額）
その他の職員　14,200円（年額）

円児童手当

1,687

千円

平均支給年額
（1９年度決算）

支給職員１人当たり

2,409 240,900

187,444

23,884 千円

130,000

千円交通機関支給限度額 55,000円
交通用具使用者
５㎞未満･･･   月額 2,000円
5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円
10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円
15㎞以上～20㎞未満･･･月額 8,900円
20㎞以上～25㎞未満･･･月額 11,300円
25㎞以上～30㎞未満･･･月額 13,700円
30㎞以上～35㎞未満･･･月額 16,100円
35㎞以上～40㎞未満･･･月額 18,500円
40㎞以上～45㎞未満･･･月額 20,900円
45㎞以上～50㎞未満･･･月額 21,800円
50㎞以上～55㎞未満･･･月額 22,700円
55㎞以上～60㎞未満･･･月額 23,600円
60㎞以上～･･･月額 24,500円

異

465

千円

650

528,0002,640

異

千円
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④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

　平成２３年４月１日現在における定員の数値目標

（各年４月１日現在）

平成2１年

４　年　目

終　期

計画前年

始　期

3

平 成 18 年 4 月 1 日 平 成 23 年 3 月 31 日

２　年　目

（参考）平成20年 平成22年

数値目標

3

３７人

計画期間

数値目標

３　年　目

2

平成１8年

５　年　目

37人

3

6

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

4

38 38 34

20

36 35 37

2

減 員 2

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

平成１７年

増 員

職員数

差 引

5

7

１　年　目

△１

平成１9年

10



７　公営企業職員の状況
　(２)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

（参考）

1９年度

　　計　Ｂ

千円 千円 　　　　千円 　　　　千円

26,019

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

3 　　　月分 1.45 月分 3 　　　月分 1.45 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　なし 職制上の段階、職務の級等による加算措置　なし

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 23.50 月分 30.55 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 33.50 月分 41.34 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 - 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

25,512

21.5

23.50 30.55

41.34

47.50

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

高野町　（一般行政職・団体平均等）

366,350

平均月収額

高野町　（一般行政職・団体平均等）

59.28

１人当たり平均支給額（１９年度）

Ａ  

131,935 -1,742

高野町水道事業会計

総費用 純損益又は実質収支 職員給与費区分

　　　　千円 千円　 千円　

Ｂ　

20年度
4

439,000

29,448 22.3%

区分 職員数

　　　　　　Ａ

0 0

１人当たり平均支給額（１９年度）

1,609 1,463

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（１９年度決算） 180

本町は支給対象地域外

　（参考）市町村平均

高野町水道事業会計

「事業者」区分については、町内に比較対象となる民間事業がないため、空白としています。

支給職員１人当たり平均支給年額（1９年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算）

18

0

める職員給与費比率

１８年度の総費用に占

0

　　　　　　　　　　　　　　千円

　1人当たり給与費

16,275

平　均　年　齢

6,873

基本給

-事 業 者 -

　　　　　　区　　分

団 体 平 均 42.6

支給実績（1８年度決算）

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

49.3 357,850水 道 事 業

322,400

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

33.50

59.28 59.28

- -

支給実績（1８年度決算） 39

支給職員１人当たり平均支給年額（1８年度決算） 7

　　1人当たり給与費

　　　　　　　　　　　　　％　

給与 職員手当 期末、勤勉手当

％　　　　

　　　　　　Ｂ／Ａ

総費用に占める

職員給与費比率

　　　給与費　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　　千円

6,5053,301 6,443
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オ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

借家・借間居住者 円

家賃23,000円以下の場合

交通機関支給限度額 50,000円

円

④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

　ア　定員適正化目標（数・率）

イ　平成２３年４月１日現在における定員の数値目標

4．5人

（各年４月１日現在）

３歳以上の児童

第１子　　　　　　　　　　　　　　月額5,000円

10㎞以上～15㎞未満･･･月額6,500円

対象０歳から小学校６学年終了時まで

３歳未満の児童　　　　一律月額10,000円

平成2１年

児童手当

４　年　目

家賃23,000円を超える場合

持家居住者

新築・購入から５年間　2,500円

11,000円×1/2×（家賃-23,000円）

２０㎞以上～２５㎞未満･･･月額11,300円

２5㎞以上～　･･･月額13,700円

２㎞以上～５㎞未満･･･月額2,000円

交通用具使用者

1５㎞以上～２０㎞未満･･･月額8,9000円

家賃　-12,000円

国の制度と 支給実績
異なる内容

始　期 終　期

通勤手当 異

管理職手当

休日勤務手当

宿日直手当
1日あたり
日直昼150円　休日4,200円　宿直4,200
円

5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円

手　当　名 内容及び支給単価 との異同
支給職員１人当たり国の制度

扶養手当 同
１人（配偶者なし）　　    　 　　11,000円

１人につき　  　　　　　　　　　　　6,500円

918
特定期間（満１６歳年度初めから満２２歳
年度末）　　　　　　　　5,000円

千円

24,000

（1９年度決算） 平均支給年額
（1９年度決算）

千円

千円

-

交通機関支給限度額 55,000円
交通用具使用者
５㎞未満･･･    月額 2,000円
5㎞以上～10㎞未満･･･月額 4,100円
10㎞以上～15㎞未満･･･月額 6,500円
15㎞以上～20㎞未満･･･月額 8,900円
20㎞以上～25㎞未満･･･月額 11,300円
25㎞以上～30㎞未満･･･月額 13,700円
30㎞以上～35㎞未満･･･月額 16,100円
35㎞以上～40㎞未満･･･月額 18,500円
40㎞以上～45㎞未満･･･月額 20,900円
45㎞以上～50㎞未満･･･月額 21,800円
50㎞以上～55㎞未満･･･月額 22,700円
55㎞以上～60㎞未満･･･月額 23,600円
60㎞以上～･･･月額 24,500円

24

306,000

円

264 264,000

-課長20,000円 千円

1時間あたり給与額に100分の125～100
分の150の範囲内

同 円

158 千円 159,000 円

千円 -

140,000 円

4級地　　毎年11月～翌年3月までの毎
月
世帯主であり扶養親族のある職員
17,800円（月額）
世帯主であり扶養親族のない職員
10,200円（月額）
その他の職員　7,360円（月額）

107 千円

計画期間

数値目標

寒冷地手当

4級地（高野町に居住している職員に対
して支給）
世帯主であり3人以上の扶養　39,600円
（年額）
世帯主であり1人又は2人の扶養
33,000円（年額）
世帯主であり扶養親族なし　19,800円
（年額）
その他の職員　14,200円（年額）

異

同 140

第３子　　　　　　　　　　　　　月額10,000円

第２子　　　　　　　　　　　　　　月額5,000円

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

平 成 18 年 4 月 1 日 平 成 23 年 3 月 31 日

住居手当 同

４．５人

平成20年 平成22年 （参考）

0 0

0

数値目標５　年　目

0

-

27,000 円

千円

0

増 員

２　年　目

△１ 0

　　　　　　　　　区　　分

部　　門 １　年　目

減 員 0 0

差 引 △１ 0 0 0 0

0

4 4.5

平成１７年 平成１8年

計画前年

平成１9年

配偶者　　　　　　　　　　　　　　13,500円

0

4職員数 5 4 4 4

３　年　目
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